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千葉県立都市公園手賀沼自然ふれあい
緑道の草地マネジメントにおける
指定管理者の社会的役割と今後の課題

荒井清児*・荒井　歩** †

（令和 2年 5月 20 日受付/令和 2年 12 月 4 日受理）

要約：本稿は，開園当初から 10 年以上にわたって指定管理者制度のもとで管理運営された県立都市公園に
おける実践の検証研究である。本事例で展開された自主事業が発案された経緯やその後の多義的な事業効果
を指定管理者の視点から再確認し，指定管理者制度の意義や関係者とともに見出された指定管理者の社会的
役割などを整理，考察した。その結果，草地の順応的管理と園地運営を連動させた自主事業を公園経営の基
幹的サービスに育てることが事業体系に戦略性を与え，自主事業が地域交流などの課題解決に有効な連携手
段であることが示された。また自然資源管理などの地域施策や公園サービスの活性化に貢献しうることも確
かめられた。そして制度の存続や事業の継承の上に成り立つ公園経営において，指定管理者が多様な主体の
参画を多段的，横断的に構成し，連携を促すことで，順応的ガバナンスの醸成に資することが示唆された。
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1．　は じ め に
　草地環境は，今日様々な分野で生態的意義や景観的価値
が認められるようになり，その保全や再生，管理に関する
研究事例が多く報告されるようになった。例えば，河川堤
防や道路路傍の植生管理手法を刈り取り頻度との関係から
論じたもの1, 2） や，農業との関係において半自然草地の管理
方法を整理したもの3） がある。また農業における半自然草
地の評価4, 5） や，草地景観の地域的価値を市民意識から評価
した研究6），文化施設の屋外展示物として草地の開花と刈
り取り手法の関係に着目したもの7），河川環境に特有の改
変営力を読み込んだ設計で草本植生の誘導を試みるもの8）

など，多岐にわたり報告されている。
　しかしながら，各分野の利用目的のもとで草地の撹乱に
関係する環境要因を絞り込み，その結果見出される新しい
機能や価値の評価・試行がなされる傾向が顕著である。例
えば土木分野であれば合理的維持管理が指向され，農業分
野であれば草資源9） の循環的利用が目指される。また教育
分野であれば展示が実践され，レクリエーション分野であ
れば持続的保全が試行され，公園であれば自然再生が行わ
れるといった具合である。そのため，草地への積極的な立
ち入り利用や地域的，季節的な利用行動は必ずしも想定さ
れておらず，恒常的，散発的利用による人為的撹乱は除外
されていることが多い。
　草地環境の撹乱行為を取り扱うにあたって，生態学的な

知見に基づいたアプローチは重要である。しかし，より長
期間，大面積の草地を継続的に管理運営する技術や，利用
者や地域社会との多様な関わりを意識した草地づくりの検
証など，誰が撹乱を行うのかといった「自然資源管理の主
体」を明確にした議論は十分とはいえない。
　そのような議論を展開する場として，指定管理者制度10）

のもとで長期間にわたって安定的に草地環境の形成と提供
が目指される都市公園が注目される。都市公園における草
地管理を扱った研究事例には，管理実態を経年比較したも
の11） や，指定管理者の取り組み意識の違いを明らかにした
もの12） があり，芝生地などを対象に管理者の意識を統計的
手法で探っている。しかしこれらの研究では，公園指定管
理者制度における施設管理者として，造園技術者の役割に
注目していることから，草地管理と地域の関わりを深化さ
せる役割への関心は必ずしも高くはない。また草地の遷移
への配慮と植物管理の考え方が，先の生態学的アプローチ
とは異なることから，指定管理者が「自然資源の管理や撹
乱（環境への介入行為）」と「管理品質（植栽環境・植物生
態系と利用者サービスとのバランス判断）」を関係づける
意識や，撹乱行為に造園技術を適応させる主体的な態度は
希薄である。指定管理者が地域の協働主体との関係構築に
果たす役割に言及する報告13） もあるものの，活動への園地
提供に限った狭義の地域貢献に係る検証であり，地域にお
ける公園と指定管理者の社会的役割への問題意識は高いと
はいえない。そのため，指定管理者自らが長期間にわたっ
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て取り組んだ環境サービスの経緯や職能的・技術的な課題，
地域貢献の実態を検証する事例は少ない。
　以上から本論文では，指定管理者制度による都市公園の
経営を草地のマネジメントに関わる具体的な実践と記録か
ら裏付け，環境管理と運営の業務・技術連動および，ボラ
ンティア活動や地域貢献活動を通した地域社会への関与と
いった連携と地域ガバナンス形成の視点から公園指定管理
者の役割を整理，検討することを目的とする。
　研究の方法は，指定管理者応募時に作成された事業計画
書やその後の成果である事業報告書，業務記録に加え，承
認された自主事業として行った植生調査や自然観察等のイ
ベント，地域連携・貢献等の記録，公園利用者や地域の活
動組織との対話の記録，イベント参加者へのアンケート等
に基づき，これらの図表化による整理，検討を通して進め
る。まず草地マネジメントに関わる自主事業活動の展開プ
ロセスを時系列とトピックから整理し，指定管理者の役割
を把握する。次いでこの過程で行われた地域関与から，指
定管理者が備えた社会性を検討・把握する。そして指定管
理者と自主事業の変化および，他の業務や連携主体に及ぼ
した影響の検討から，事業体系への反映や地域ガバナンス
への対応を検証する。最後に，これら一連の事象の批評的
点検を通して課題を抽出し，公園指定管理者制度の充実に
資する知見を見出すものである。

2．　対象地の概要
　本論文で事例として取り上げる手賀沼自然ふれあい緑道
（以下，緑道）は，平成 18（2006）年に開園した千葉県立都
市公園のひとつである。筆者は平成 18（2006）年度から平
成 30（2018）年度まで 13 年（3期連続）にわたって，本公
園の指定管理者として維持管理・運営に携わるとともに，
公園環境を活かした自主事業を継続的に展開した。本公園
は柏市の手賀沼南岸に位置し，直接の所管は柏土木事務所
管理課である。県北域の市街地や田園の混在する首都圏郊
外（都心から 30 km 圏）に立地し，県内でも自然環境の
提供に特化した県立都市公園14） として供用されている。公
園敷地は面積約 25.1 ha, 延長約 9.4 km, 幅約 25 m の東西
に長い帯状で，北は手賀沼，南は水田などの耕作地に接し
ている（写真 1）。また緑道の標準的な断面は，堤外地側で
は堤防上に設けられた自転車道に接し，堤内地側は農業用
水路に接している（図 1）。公園利用者の多くは堤防天端
部の舗装路を散策やジョギング目的で移動利用するため，
ノシバ等の植栽された堤防法面や平坦地の利用は少ない。
平坦地の草地はペットとの散策やピクニック等に利用され
るが，法面の草地利用はさらに少ない。開園当初（H18）
の年間利用者数は 47 万人だったが，業務最終年度（H30）
は 103 万人と 2倍強に増え，近年も微増傾向にある（人数
調査に基づく推計値）。都市公園は一般にその立地状況か
ら周囲を道路に囲まれた形態のため，休憩を挟みながら園
内を周回利用する行動が顕著だが，緑道はリニアなため，
入園箇所を起点に往復する移動行動が多く，滞在時間は
60～120 分15） である。また手賀沼湖畔は公園や道の駅，博
物館，地域交流施設などが点在する地域のレクリエーショ

ンエリアでもあることから，緑道を経由する通り抜け利用
や手賀沼湖畔沿いの拠点をめぐる周遊利用も散見される。
　緑道は開園当初から指定管理者制度が導入されており，
指定管理者には公園面積の 6割を占める草地（150,000 m2）
に対して 4回/年の草刈りが求められている。この他に日
常清掃，通年の安全管理，危機管理，点在する展望施設や
ベンチ等の施設管理が求められるものの規模が大きくな
く，植物管理費が年間指定管理料に占める割合が最も大き
い。開園当初の草地はノシバによって緑化されていたが，
その後ノシバと野草が混在する状態へと植生が遷移してい
る。なお給水・受電施設がないため，管理棟などの拠点施
設や照明・通信設備をもたない公園である。以上の，県が
求める業務構成や公園環境を踏まえて草地の維持や環境特
性の活用を通じた自主事業が，同一の指定管理者によって
提案され，草地の利活用に注力した取り組みが県の承認の
下に，13 年（H18-30）にわたって継続的に展開された。

写真 1　公園の様子（左：手賀沼，右：水田）

図 1　緑道標準断面模式図

図 2　緑道周辺の施設立地
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3．　公園指定管理業務 13年の経緯
　筆者が指定管理者として取り組んだ期間は 13 年（H18-
30）にわたり，3度の指定管理者応募，選考・指定を経て
いる。そのため複数年度（3か年度または 5か年度）を一
単位とする有期限16） から，この 13 年は次の 3期に分けら
れる。

⑴　第 1期（平成 18年度︲20年度）
　第 1期は，緑道の新規開園に始まる 3年間（H18-20）で
ある。緑道の整備によって手賀沼を中心としたレクリエー
ションのインフラ環境が整えられた。そこで手賀沼の周遊
行動に加え，緑道を介した湖岸の活動拠点間の連絡及び，
より広域利用に応えることを念頭にした公園環境の提供が
取り組まれた。また緑道の利用は，これまでなかった湖岸
体験をもたらすことから，地域の心象風景の形成にふさわ
しい草地の管理品質の模索が技術的な目標とされた。その
ために行った高頻度草刈りの結果，散策や移動の需要に応
えたノシバの維持を目指した草地環境が提供され，利用者
数を順調に伸ばすことに貢献した。また一年を通じて管理
品質の平準化と安定化が図られ，草地管理技術の習熟にも
繋がった。しかしノシバ植栽地への野草の侵入が多く，緑
道全線での均質な管理品質の確保・維持に課題を残した。
その反面，緑道各所に野草の群落が季節毎に出現し，これ
を間近に観察したり，堤防天端部から法面下の平坦地へ降
りて草地を散策したりするなど（図 1），新しい利用行動が
見られるようになった。

⑵　第 2期（平成 21年度︲平成 25年度）
　第 2期では，前期の草本植生への気づきを踏まえ，緑道
内に区画を設けて草刈り実験と植生調査を行い，草刈り方
法が植生に与える影響のモニタリングが行われた。その結
果から，草刈り方法の工夫によって植生の多様性を相対的
に高め，季節感豊かな園地を提供しうることが明らかに
なった。また草本種を具体的に確認することができ，公園
の魅力となりうる資源として，野草の可能性への関心が促
された。これらの成果は様々な方法で情報発信（表 1：イ
ベントや広報活動）され，草刈り手法の検討の基礎となっ
た。しかし平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災で緑道は被
災し，液状化や除染工事などによって草地の 7割が裸地化
し，それまでの草地環境が大きく改変される事態となっ
た。そして緑道環境の変化をきっかけに，その再生を願う
地域ボランティア組織（以下，ボランティア組織）との協
働が始まった。震災を契機として創立した地元有志による
組織は，その後も緑道を拠点に緑化活動を展開し，現在で
も活動が継続されている。

⑶　第 3期（平成 26年度︲平成 30年度）
　第 3期では，これまでの規則的な草刈りに，先の 5年間
で培った，植物の開花や結実などの生育状況を柔軟に見極
めつつ行う変則的な草刈り技術を加えた全体が「風景式マ
ネジメント」と名付けられ，これを自主事業の柱とし，範

囲拡大と分散，長期化を進めて草地管理の弾力化とその常
態化が取り組まれた（図 3）。また技術を支える様々なツー
ル（表 2：草刈りメーター（草刈り進捗表），風景式スコ
ア（野草展示箇所分布図）等）やイベントの開発（表 2：
野草塾や草原美術館などの自然観察イベント），地域連携
（表 1，2：一連の緑化ボランティア協働等）が取り組まれ，
技術的な汎用性と草地の公益性を高める試みが重ねられ，
野草の名所づくりにつながっている。

4．　指定管理者の役割の推移
　同一の指定管理者によって 13 年間継続された草地環境
の管理と運営を通して，公園やその草地，利用者，周辺地
域等に対する指定管理者の視線や立場など，公益に対する
役割に様々な変化が読み取られた。ここではその役割の推
移を時系列に沿って整理し，前述の 3つの期間ごとの位置
づけを検討する。

⑴　第 1期　草地環境模索期
　緑道の開園に始まる第 1期（H18-20）において，植物管
理が重点的に取り組まれている。その理由は，植栽された
植物やその環境を緑道の公共財と捉え，その持続的維持こ
そが指定管理者の役割であり，利用者満足度向上にとって
不可欠だとの考えによるものだった。また造園事業者が指
定管理者であることを最も活かせる方法が，植物の管理を
通して公園経営に関わることでもあった。そのため，草刈
りはピクニック園地としての利用を想定し，雑草や害虫の
防除，刈り草発生量の抑制，頻繁な監視を目的に高頻度で
実施された。また高中木管理は，指定管理業務外であった
ことから自主事業とし，樹木台帳の調製から着手された。
イベントは，丁寧に管理された芝生地を会場にした健康促
進を目的とするものや，植物管理の大切さを解説する内容
で開催されている。このような管理運営態度から，未知
だった指定管理者の立場を見出すにあたって，公園の経営
者というよりも，財産管理者であることが意識されていた
と考えられる。そしてそれは，植物管理技術という専門性
を公益につなげるという造園事業者の社会的意識の表れで

図 3　草刈り手法の構成と推移模式
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もある。しかし植物管理に注力した第 1期の 3年間は，緑
道の植栽環境としての適性に向き合った期間とも位置付け
られる。緑道の基盤環境である堤防用地は，改良土による
基材で築造されており，高中木の生育には必ずしも芳しく
ない土壌環境である。また湖岸の吹きさらしの立地は，常
に強風にさらされる環境であり，倒木や葉焼けが相次いで
いる。ノシバ植栽地においても雑草の侵入の強い箇所が目
立つようになり，芝生地管理が雑草刈りになっていった。
健全な植物育成の困難さが園内各所で顕在化する中，生育
環境の現状と高品質な植物管理を目指す公園指定管理者像
との間にジレンマが生じている。また公園の環境財管理の
観点からも，限られた財源で植栽の変化に対抗するための
有効な手立てが見出せず，漸減を見守るだけの植物管理に
限界を感じるようになっていった。

⑵　第 2期　草地管理試行期
　第 2期（H21-25）では，前期の反省から緑道の環境特性
や植物の状態，利用者の声に向き合うことに公園指定管理
者の役割が据えられた。緑道環境の状態を監視，理解し，
これを公園サービスに反映して利用者に提供し，その反応
を見極めて，園地管理（主に植物管理）にフィードバック
するというサイクルや手続きの開発が目指されている。具
体的には，植生調査を実施し緑道の環境財としての価値や
可能性が確かめられた。調査区画は常に誰でも立ち入りが
可能な草地として開放され，調査の成果は随時園内やホー
ムページで情報発信された。また調査区画において野草を
題材に自然観察イベントが開催され，参加者に成果を直接
報告するとともに，感想をヒアリングするなど，アカウン
タビリティーを果たす取り組みが重ねられた。さらに手賀
沼の自然を考える地域の環境フォーラムに公園指定管理者
がパネリストとして参加して取り組みを話題提供したり，
調査成果が学会発表17） されたりし，専門家の評価を受ける
などした。第 1期の高頻度草刈りでは，草地の印象や価値
などについて利用者と意見交換することは少なかったが，
第 2期では情報発信に加え，対話の場や機会を積極的にも
つなど，指定管理者が主体的に社会との関わりを求め，自
身の役割の拡大が模索された。そして地域の環境フォーラ
ムや公園指定管理者フォーラムへの参加によって，地域や
社会における公園指定管理者の立場を自ら考え，実践を通
して位置づけていく意識の芽生えがみられた。
　第 2期中盤で発生した東日本大震災では緑道も被災し，
液状化や施設の破損等が発生した。またこれに伴って放射
線量の上昇や除染工事，風評被害などがあった。このよう
な環境の大きな変化をきっかけに，地域の復興を目途とし
た地元有志（緑道近隣在住の新住民で営農など個人事業者
からなる）が市民活動の場所探しを柏市公園緑政課に持ち
かけ，緑道を所管する柏土木事務所へ打診があった。その
後柏土木事務所と指定管理者の間では，市民活動を指定管
理者業務の自主事業の範疇で受け入れることと，既往の管
理業務（とりわけ草地管理）に影響を及ぼさないよう充分
に事前協議すること，適切な助言と報告の 3点を前提に活
動の受け入れが合意された。それ以降の具体的な協議は，

柏市公園緑政課が仲介役となって，地元有志，指定管理者
の三者で進められている。この際指定管理者から柏市には，
今後とも活動への協力や相談など間接的に関わってもらい
たい旨と，地元有志とのトラブル等の際には仲裁役となっ
てもらいたい旨を指定管理者が要望し快諾されている。ま
た指定管理者から地元有志には，会の名称（一球会）や活
動趣旨書，メンバー表，年間予定表，収支報告書の作成，
定例会の開催など，集まりの組織化が要望された。一方地
元有志からは，ヒガンバナの球根植え付けや手入れを活動
の中心とする考えが示され，活動場所の選定や植え付けに
係る技術的支援，市民活動展開の指南などの要望が指定管
理者に対して示された。地元有志は市民活動の初心者であ
り，指定管理者も外部組織との事業連携の経験が乏しかっ
たが，彼らの活動趣旨と緑道の草地管理方針を早期に確認
しあえたことから，急拵えではあったが連携体制を整え，
3週間後には現地活動を始めることが可能となっている。
　また公園の公益性や指定管理者の役割，公有地の手入れ
に関与することの意義と責務についても話し合いを重ねて
これを明文化し，相互理解が深められた。
　ボランティア組織が設立して間もないこともあり，指定
管理者は一連の話し合い以降も彼らの活動支援パートナー
であることが求められた。そこでヒガンバナの植え付けを
協働で行ったり，隣県の類似事例をヒアリング訪問したり
するなど，体験を共有することが始められた。また折に触
れて，緑道の社会的価値や公園サービスの質の向上を図る
という役割の共有に努めた。そして園地の協働的管理が地
域の活性化にも繋がりうることを話し合ったことをきっか
けに，指定管理者自身にも負託されている社会性への気づ
きがあり，協働活動を自主事業における地域貢献として位
置付けることとなった。以上のように，第 2期における指
定管理者の渉外活動は，植生調査の情報交信および，外部
組織との対話を通して展開し始めた。

⑶　第 3期　草地環境運用期
　3期目（H26-30）では，前期の植生調査の成果を緑道の
管理運営業務全般に活かすことが取り組まれた。例えば頻
繁な観察を伴う草地の管理業務と連日の清掃・安全管理業
務を連動させたり，草地の状態と時候を見極めて利用促進
策を講じたりするなど，本来事業と自主事業という二元的
な構成によらないサービスの合理化が図られた。
　また隣接市の文化施設（我孫子市鳥の博物館）や近隣の
指定管理施設（千葉県立手賀の丘少年自然の家・千葉県教
育委員会），緑道に隣接する交流施設（手賀沼フィッシン
グセンター・手賀沼漁業協働組合）などを訪問し，野草が
常設展示された草地利用の呼びかけをきっかけに地域対話
のパイプづくりに励むなど，公園外での指定管理者の役割
の模索が取り組まれている。
　緑化ボランティア活動の支援においては，組織や活動が
安定して自立に向かい，植物管理との連動に慣れてくるに
つれて，協働活動の全てを事前に話し合って進める監視型
から，事前連絡のみで着手し，事後的に調整や修正を重ね
る方法を活動の一部に取り入れた協調型へと手続きが移行
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していった。そのきっかけは活動箇所の花壇化問題だっ
た。千葉県当局から自主事業申請の範囲で活動を許可する
だけではなく，施設設置許可のもとで球根の植え付け箇所
を定めて活動を継続するよう指導が入った。ボランティア
活動が安定し，活動範囲を順調に広げ，指定管理者との関
係も良好という背景もあったが，当初この知らせはボラン
ティア組織にとっても指定管理者にとっても受け入れにく
いものだった。両者の関係醸成とは無関係に監視が強めら
れたとの印象が強かったためと，これまで培ってきたヒガ
ンバナと草地の管理暦を連動させる技術，ひいてはこれに
よって創出されている草原風景が施設管理の点から否定さ
れるのではないかという危惧が生じたためだった。その後
ボランティア組織と指定管理者で断続的に話し合いがもた
れ，活動当初の動機と基本方針を確認しあい，活動継続に
向けた融和的な考え方が整理，共有された。そして直接の
所管である柏土木事務所と協議に臨み，施設設置許可手続
きは経るものの，運用にこれまで通りの柔軟性を持たせる
ことで結論を得た。この出来事以降，ボランティア組織へ
の関与は，組織の規律維持や外部資金の獲得，新規メン
バーの募集，外部交流などの新しい活動を提案し，きっか
けを与えて最低限の助力をするという後方支援に役目を移
しつつ，関係の継続が図られた。
　以上のように，この 5年間で，環境財を管理する指定管
理者から，環境財や仕組みの運用者としての役割が意識さ
れるようになっていった。また業務の意義や関わり方を見
直しつつ，これを主体的に変えていった期間と位置付けら
れる。

5．　指定管理者の意義と社会的役割
　指定管理者の役割や事業の整理から，第 2期から第 3期
への移行期を境にその多様化が認められた。それは，草地
管理の取り組み成果を公園価値や利用者に還元しようとす
る立場から，これを公園の周囲や手賀沼湖畔地域へも波及
させようとする立場への変化であった。ここではその変化
について，指定管理者を取り巻く主要な主体間との関係性
および，関係者とともに果たす地域的役割の視点から整理
し，指定管理者の意義と社会的役割を検討する。

⑴　三主体間の関係性の経年的な変化
　これまでの指定管理者の役割や自主事業の推移の検討か
ら，千葉県と指定管理者，ボランティア組織からなる三主
体の関係性の経年的な変化は，図 4のように整理される。

第 1期（H18～）から第 3期（～H30）に至る 13 年間で，三
者の関係性は変化し続け，そこには 5つのあり方が認めら
れた。
　あり方の推移に注目すると，第 1期当初から第 3期前半
（H27）の 10 年間は，あり方を順次変えつつ変化していた。
これに続く第3期後半（H28-30）の3年間では，ボランティ
ア組織が，三者の関係性から一時的に離脱して，他者（地
元福祉組織）との関係においても活動を並行展開するよう
になっていた。これは，それまでに認められた三者の関係
性の強化や活動の集中，活動内容の充実といった，一方向
の変化とは異なる動向であった。ボランティア組織が，地
域参画のチャンネルを増やすことで別の主体とのガバナン
ス形成にも取り組み始めたという点で，またそれまでの三
者との関係を解消することなく，活動の場所や時間を使い
分けることで双方の活動の両立に取り組み，ひいては組織
の存続を図ろうとしている点でも，これまでになかった動
きであった。ボランティア組織が連携相手や活動の分野，
場所を固定することなく，流動的で多元的な関係の構築を
志向したこの動きは，それぞれの立場の変化を伴う動き
だったが，指定管理者との相互理解と連絡疎通のもとで進
められ，このことが三者の関係に支障を生むことはなかっ
た。
　認められた三者の関係性の推移は，指定管理者とボラン
ティア組織の関係や，ボランティア組織と地域との関係の
変化に応じて，支援の仕方にも表れていた。第 2期（H21-
25）の千葉県，指定管理者，ボランティア組織が包含関係
にある期間では，組織運営や資金管理，活動の手配と指導
などが支援され，指定管理者はボランティア組織の力不足
を補う活動補助を担っていた。第 3期の前半（H26-27）で
は，視察や勉強会の共同実施，助成金申請手続き協力など
が支援され，活動に力添えをする扶助役に変化していた。
その後，指定管理者の手配した機会や場所で，メンバー募
集や地域連携を呼びかけ，活動広報に取り組むなど，活動
活性化のノウハウを三者以外の関係でも実践するようにな
り，指定管理者は外部活動の後方支援役へと移っていっ
た。そして第 3期後半（H28-30）でボランティア組織は，
これまでの千葉県や指定管理者との関係から離れて，他の
連携主体（地元福祉組織）との活動にも取り組み始め，指
定管理者は新しい活動を始めたボランティア組織の見守り
役，相談役として振る舞うようにもなっていった。ボラン
ティア組織は，地域活動を変化させつつも緑道内での緑化
活動にも順調に取り組んだことから，千葉県や指定管理者

図 4　指定管理者の役割の変化
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との間に築かれていた関係も存続し，必要に応じてそれぞ
れが役割や支援を使い分けるようになっていった。
　ボランティア組織のこのような体質の変化は，組織の存
在意義を充実させるとともに，活動の機会や手法の選択肢
を増やすことにもつながったため，組織や活動の継続に欠
かせないリジリエンスを鍛えるプロセスだったと推察され
る。また，指定管理者とボランティア組織との関係構築が
自主事業において実施されたことは，地域貢献や地域連携
の成果として広報されるとともに，千葉県に報告された。

⑵　指定管理者の地域的な役割
　指定管理者は，第 3期（H26-30）に至って行政とボラン
ティア組織の間に立って，運用環境を継続的に整えて公園
の自然資源管理の一部を市民活動の場に開放した。また草
地環境を活用したイベントの協働開催を持ちかけて地域活
動の連携活性化を促すなど，地域社会のステークホルダー
の立場を調整，拡大する役目を果たすようになっている。
図 5に示すように，近隣施設との間で利用者減やボラン
ティア活動の担い手不足などの地域課題の共有を図ること
を目的に，指定管理業務の運用環境に外部から参画者（県
の別所管施設の指定管理者，立地自治体の関係部署，近隣
市の公共施設，異業種組織）を呼び込むなど，参画者相互
の関係を醸成するプロセスの推進役を担っている。そこで
は，行政組織のヒエラルキーや行政区域，業種といった制
度上の境界を越境的，横断的に跨いだ関係づくりが志向さ
れている。またその地域分布（図 6）は，手賀沼湖岸域に
立地する施設との関係づくりや，手賀沼の水源地の一つに
立地する公園を拠点に活動するボランティア組織との，水
系という地形的な繋がりのもとでの関係づくりなど，地縁
的な連携が志向されている。
　一方内部的には，公園の経営目的を地域に拡張する視点
から，自主事業のコストやスケジュールといった展開基盤
が整え続けられ，事業の継続が図られている。

⑶　指定管理者と参画者の役割の多様性
　図 5，6 において認められたように，13 年の間に公園指
定管理者とこれに関わる主体との関係は，公園サービス
（自主事業を通したサービス）の授受を介して成立する一
方的なものから，双方向の関係へと変化がみられる。それ
は「管理者と利用者」のような対応関係から，「湖畔のス
テークホルダーの一員」というフラットで協働的な関係へ
の移行を部分的に促すものといえる。
　そのような関係にある参画主体（アクター）の関与を，
立場と彼らが果たしたマネジメント上の役割から整理する
と表 3のようにまとめられる。自然資源管理の段階的なマ
ネジメントサイクル（計画-実施-点検-評価）において指
定管理者が果たした役割は，行政とは呼応関係を保ち，地
域には参画の窓口を順次開いて参画を促している。また参
画主体間においては，実施と点検のステージを中心に連携
の拡充が進められている。
　指定管理者制度及び指定管理者による，このような多段
的・横断的な采配のあり方は，公園経営を起点に地域の自

然資源管理に戦略性を与えうるものである。また，地域の
ガバナンスにおいてアクター（参画や関与の主体）の関係
性を検討する環境社会学の観点からは，指定管理者は順応
的ガバナンス18） を築くアクターの一員となる可能性を示唆
するものである。例えば公園や里山，水辺などの自然保全
活動の現場で起こりがちな，自然資源管理における行政の
不在（行政による協働の外部化や予算削減等）やコーディ
ネーター（専門家）への負担の偏り19），活動組織内の行き
過ぎた分業などの現状の課題は，指定管理者（新たなアク
ター）の介在によって軽減される可能性がある。本制度と
指定管理者の存在により，地域の資源管理に係る運用環境
の構造的な不備を補い，アクター間の共助意識を高め，連
携の円滑化とマネジメントの維持を促すことが期待でき
る。各アクターの好意や情熱に支えられた「奉仕的結束」
に頼りすぎず，ビジネスとして成立しうる職能（指定管理
者）を配置することで活動の活性化と透明性が確保される
ならば，本制度や自主事業は，ガバナンスの現場の必要に
役立つと推察される。

図 5　行政組織を跨いだ関係づくり

図 6　地縁的な関係づくりを試みた公的施設の分布
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6．　自主事業の推移
　これまでの検討から，指定管理者やアクターが果たした
役割の広がりや変化は，自主事業の機動性や継続性の高さ
によることがうかがわれた。ここでは 13 年にわたる緑道
の変遷を反映しながら取り組まれた自主事業について，そ
の推移を整理，検討する。

⑴　第 1期の状況
　第 1期（H18-20）の自主事業は，仕様書回数（本指定管
理業務において行政が定めた草刈り回数（4回/年））を大
幅に上回る13-15 回/年の草刈り及び高中木の管理，イベン
トの開催という構成であった。植物管理では草刈りに注力
されている。新設公園のパブリックイメージの確立には，
緑道の最大の魅力である周辺の自然環境のよさのアピール
が重要であり，緑道においても良質な植物環境の提供に
よって貢献すべきだと指定管理者によって位置付けられ
た。そのため，竣工直後の草地の現状を最大限に活かす方
法として高頻度の草刈りが選択されている。具体的には，
草地の高頻度草刈り（13-15 回/年）を実施し，低茎草地を
通年提供することで，美観や清潔さ，安全安心に配慮した
公園環境づくりが実施されている。その結果，散策需要に
応えた環境が提供され，移動中心の利用者行動が促されて
いる。また一年を通じて草地の管理品質の平準化と安定化
が図られ，草地管理技術の習熟にも繋がっている。
　しかしながら第 1期の 3年間で芝生地には多くの草本類
が侵入・定着してノシバの優占が弱まるなど，植生が不安
定化していることも観察されている。高頻度で定期的な草
刈りは，刈った直後こそノシバの優占が際立つが，ノシバ
再生の過程で園外からの新たな種の侵入がかえって目立つ
ようになる。ノシバの優占や新たな種の繁茂の程度は場所
によって異なったことから，シバの再生力と周囲からの影

響に加え，草刈りによる管理圧や草地への立ち入りによる
利用圧も加わって，複雑な撹乱要因から遷移が進んでいる
と推察された。そして芝生地の草地化が進むにつれて，利
用行動に変化が起き始めている。例えばチガヤやマツバウ
ンラン，マツヨイグサ，ブタナ，コメツブツメクサ，ニワ
ゼキショウ，シロツメクサ，ムラサキサギゴケ，ハルジオ
ン，マメグンバイナズナなど，開花や結実，紅葉などに特
徴的な季節変化をもつ草本類の群落が出現して来園者の話
題になり，堤防天端部から草地内に降りる観察行動や散策
が確かめられている。
　一方マクロな視点からは，緑道が整備されたことで地域
のレクリエーション行動に大きな変化がみられている。例
えば手賀沼南岸が 1本の遊歩道で東西に結ばれるととも
に，手賀沼北岸に以前からあった遊歩道とも連絡し，手賀
沼の外周を一周することができるようになったことから，
手賀沼の周遊行動が認められている。
　また手賀沼の西から流入する大堀川沿いの遊歩道と東に
流出する手賀川沿いの遊歩道が緑道によって繋がったこと
から，江戸川中流部左岸地域と利根川の沿川地域との往来
も可能になり，より遠方から手賀沼への来客が増加すると
ともに，地域のレクリエーション行動の広域化が確かめら
れた20）。このような需要変化から，イベントにおいても健
康増進と緑道の利用促進を狙いとして，ウォーキングを題
材に開催し，利用者満足度に応えている（図 7）。

⑵　第 2期の状況
　第 2期（H21-25）では，草本植生の遷移や資源性への気
づきとレクリエーション行動の変化を公園サービスの向上
につなげるため，自主事業の柱に草地管理業務の拡充が据
えられている。それは，これまで緑道の自主事業として積
み上げてきた通年の高頻度草刈り技術を見直す試みであ
り，変則的な草刈りの導入という自主事業の方針転換とい

表 3　マネジメントサイクルのステージとアクターの関与
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える（図 8）。
　具体的には，調査区画（4箇所・全 16 区画）を設けて草
刈り実験と植生調査を行い，草刈り頻度とタイミングが植
生に与える影響のモニタリングが行われている。その結果
から，年 3回の草刈り（撹乱）を春季に集中して行うこと
で植生の多様性が相対的に高めることができ，芝生地には
乏しい季節感豊かな園地を提供できるなど，植生の変化と
撹乱に関する基礎的な知見や弾力的な草刈り手法の可能性
が見出されている。また 85 種類の草本を確認しており，芝
生地に加えて野草からなる草地も緑道の魅力となる可能性
が認められている。実験区を会場にした自然観察会でのヒ
アリングやアンケートでは，短く刈り揃えられた芝生地の
清潔感を評価する意見がある一方で，実験区での粗放な草
地管理による季節感や野趣に対し「手賀沼の湖畔らしい」
と評価する意見も聞かれている。これら新手法導入に向け
た成果は公開（学会発表21），広報，イベントでの発信等）し，
自主事業成果を地域に開かれたものとしている。しかしな
がら平成 23 年 3 月 11 日の震災による緑道の被災により，
それまでの草地環境が大きく改変される事態が生じてい
る。これによって区画の一つは閉鎖することとなり，草刈
り実験の展望が一時危ぶまれた。
　震災後の自主事業に関わる大きな動きとして，ボランティ
ア組織との協働がある。柏土木事務所との協議を経て，ボ
ランティア活動を自主事業の一部に組み込んで受け入れて
いる。彼らが緑化活動を望んでいたことから，緑化区域の
設定や手入れの方法などについて協議を重ね，現行の草地
管理方法の共通理解とコンフリクトの解消に努めている。
また設立して間もない組織であったことから，当面は協業
による活動支援を協働の基本とすることとされている。
　以上のように，野草の評価やボランティア活動の受け入
れなど，野草に着目したミクロな視点と，緑道の地域的な
役割というマクロな視点から，緑道に固有の地域資源への
気づきが自主事業によって促された 5年間といえる。また
自主事業に対する取り組みの変化が，次期の応募に向けた
自主事業の検討を促すモチベーションとなるなど，事業の
継続性が意識されていることがうかがわれる。

⑶　第 3期の状況
　第 3期（H26-30）では，これまで試行してきた植物管理
技術（変則的草刈り）を自主事業の中心に据え，さらに発
展させることで，緑道全体の魅力を底上げする環境管理技
術として整えることが目指されている。例えば，草刈りが
緑道内で大規模かつ長期間にわたって行われることを活か
して清掃や安全管理との連動に励むなど，本来業務との相
乗効果が意識して進められていた。また草地公開と旬情報
の発信や草地を使ったイベント，近隣施設との協働イベン
ト時の場所提供など，緑道の PR（公益による関係づくり）
にも活用して公園サービスを牽引し，公園を代表する看板
事業として展開されている。さらに緑道での景観体験は，
手賀沼の水面や耕作地越しにふるさとの町並みが望まれる
構図をもつ。また移動を伴うシークエンスを備え，季節に
応じた豊かな変化をもたらすという特徴があることから，

湖畔の重要な景観要素として，より長大な草原の提供が行
われている。また緑道を利用した花見や花火大会，マラソ
ン大会など，地域の風物詩の舞台として草地が活用される
ことから，心象風景への影響力も念頭に一年を通した草原
の魅力提供が目指された。このように，自主事業が公園経

図 7　第 1期の事業・業務構成

図 8　第 2期の事業・業務構成

図 9　第 3期の事業・業務構成
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営のあり方と植物管理の関係を模索するための手段となっ
ており，また利用者にとっては緑道の新しい風景体験を提
供する手立てとなっていることから，自主事業に“風景式
マネジメント”と名付けが行われている（図 9）。草地環境
の価値向上にあたっては，イベント開催等によって一時的
な価値をつくりだすだけではなく，仕様書に沿って設定し
た管理手法と湖畔にある自然資源の力を借りて，草地の生
態的，景観的な観点から常在する資源としての価値を高
め，利用促進につなげる工夫が重ねられていた。
　ボランティア活動との協働においては，自主財源の確保
やメンバーの増員，地域の他の組織との連携活動，自主広
報，事例見学，年間計画の立案などを提案して段階的に自
立を促しつつ，補助や扶助による協業から後方支援へと関
与のあり方を変化させている。その結果，目標や計画に
沿った持続的な活動展開が見られ始め，地元の福祉組織と
の協働など，園内のみにこだわらない地域活動の志向が確
認された。またこれまで定型必須化してきた事前相談など
の手続きを経なくとも，安定的に自主活動を実施できるほ
どに組織の成熟が認められるようになっていることを確か
めている。
　以上の 3期，13 年にわたる自主事業は，植物管理への注
力に始まり，植物管理にかかるジレンマの解消，生態系や
景観への関心，管理手法の開発，地域との関係構築と重心
を移しつつ展開したことが明らかとなった。また，その視
野はミクロ（植物種）からマクロ（地域）へ，そして時間
軸へと意識の広がりが確認された。

7．　自主事業の地域的意義と制度的役割
　これまでの経過から，指定管理業務における自主事業の
位置付け，本来業務との関係及び，自主事業の導入と運用
について検討してきた。
　近年の自主事業の動向報告22） によると，自主事業の目的
や定義は全国一律ではなく，ガイドラインで定めるものか
ら個別判断によるものまで様々ある。また施設設置目的や
効用との合致関係，各自治体や地域の重点政策への貢献
度，利用者からの費用徴収の有無，利用者ニーズの反映や
地域活性化への波及などから自主事業目的の大枠を自在に
定めているという実態がある。そこでここでは，公園緑地
施策の一端を担う自主事業における，地域に根ざした施策
への貢献の可能性に着目する立場から，これまでの検討を
踏まえつつ，本事例における自主事業の地域的意義と制度
的な役割について考察を行う。

⑴　地域や行政とのコミュニケーション
　行政にとって自主事業の制度本来の主眼は財政負担の軽
減やサービスの向上，設置目的の最大化だが，本事例では
本来業務の底上げを支援する手段としても自主事業を活用
し，公園サービスの充実が図られていた。そのため事業の
位置付けは，パイロットプロジェクト（第 2期）から基幹
プロジェクト（第 3期）へ変化し，名付けも草刈り実験（第
2期）から風景式マネジメント（第 3期）へと漸次改訂さ
れていたことが認められた。このような自主事業の展開の

あり方は，本来業務と切り離した付属的な位置付けではな
く，指定管理業務の根幹に組み込まれた事業構成であり，
これが 10 年以上にわたって段階的にアップデートが実践
された展開手法だったといえる。
　またこのプロセスにおいて，自主事業には，指定管理者
が行政支援や地域参画のあり方を自発的，継続的に試みる
コミュニケーション機能があったことが確認された。例え
ば良好な信頼関係を築くために，公園指定管理者という呼
称と立場，自主事業を携えて地域に連携や参画を呼びかけ
ることが試されていた。また県立公園というフィールド，
草地管理などの具体的な環境管理技術という稼働中のツー
ルを開示し，連携相手の活動負担への配慮が示されてい
た。とりわけボランティア組織との協業においては，草地
管理と緑化活動の管理暦の調整を不可欠のものとして協働
関係が築かれたことから，環境管理技術に裏付けされた互
恵的関係を発展させることが可能となったと考えられる。
そしてこのことが，活動の安定化と名所づくりとして結実
していることが推察される。
　このようにして展開した地域の特性や実情に沿った自主
事業は，事業の完成形や期限を明確に設けることなく，そ
の都度最適解を模索しながら順応的に進められたため，複
数年度にまたがる指定管理者制度の特徴を活かした発展的
な取り組みとの行政評価がなされた。その反面，目標や計
画性が不明確との意見もみられた。手法や結果の不確実性
はともかく，義務と責任を分担する各ステークホルダーの
役割さえも流動的で不確実なことは公共事業として不安材
料であるため，その解消を図るべく自主事業 5か年計画が
作成され，進捗の点検と説明が実施されていた。

⑵　地域ガバナンス発揚への貢献
　本事例では，自主事業がまちづくり（地域課題の解決）
手段として実践されていた。ボランティア組織との協働で
は，指定管理者が官を代行23） して組織の自立や外部活動を
促すなど，官民パートナーシップに準じた関係が成立し，
自主事業が地域ガバナンス発揚の糸口になり得ることが確
認された。また協働的な広報活動を通して，公園のまちづ
くり機能の認知向上24） や湖畔の利用促進となってあらわ
れたことが認められた。ただしこの協働は，限られた当事
者間のやや閉鎖的な関係だったと指摘できる。さらなる地
域ガバナンスの醸成には，自主事業をはじめとする一連の
活動をより自治的なレベルで実践，評価することも必要だ
と考えられる。

⑶　地域施策の補完
　草地の管理・運営への注力を意図した自主事業の多様化
に端を発する一連の活動は，外部交渉の進展に伴い，各主
体の役割を変化させ，さらに立場の変化，関係性の変化を
促していた。またこの過程で，指定管理者による支援の使
い分けなど，地域貢献策の拡充が認められた。例えば少年
自然の家，博物館，道の駅，漁協等へ地域問題のヒアリン
グに出向き，互恵的関係の共有と協働を働きかけ，イベン
ト協力が取り組まれていた。この活動は各施設が個別に行
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なっている地域貢献を部分的に融合させる試みだったと評
価できる。これはいわば明快な結果に特化する「縦の貢献」
に対して，柔軟な手法や結果を多義的に共有する「横の貢
献」ともいえる多元的な貢献活動であり，イベント共催に
よる市民参加の機会創出ともなっていた。これら近隣施設
との協働から，手賀沼湖畔地域のツーリズムの活性化を通
して地域施策を補完する機能への気づきがあり，ひいては
ポリシーミックス（施策の組み合わせ）によって施設の地
域貢献を最大化させる可能性が見出されている。また政策
体系や施策分野の異なる施設を横断的に関係づけた自主事
業による地域課題への取り組みが，都市公園の規模の大き
さや設置の永続性，高い公平性などを有する施設特性を鑑
みつつ，設置目的の拡大や地域社会における施策貢献度の
点検を促していたことがうかがわれる。
　このような視点の根底には，人口減少が見込まれる社会
情勢にあって，有限のレクリーション人口や地域人材と
いった人的資源，自然資源の囲い込みへの懸念があること
が認められた。フラットな官官連携や，施設・環境資源に
かかる管理運営の地縁的補完を目指すスローなツーリズム
は，地域社会の課題解決の有効なアプローチのひとつであ
り，その手段のひとつとして指定管理者制度の有効性が指
摘できる。ただしこの視点の有効性は，地縁的なスケール
の空間に着目しているに過ぎず，指定管理者制度の年度サ
イクルと有期限，地域産業の季節循環，施策スケジュール，
資源管理技術や財源の投入適期の調整など，時間的な補完
に係る問題が残ると考えられる。また行政，ボランティア
組織，指定管理者らが複数参画して体制が拡大した際や，
各主体の役割や要求が多様化して相互に補完や代行が起き
て利害関係が複雑化した際など，ひとつの構成にこだわら
ず順応的に体制維持のあり方を模索する合意形成（ガバナ
ンス）に係る問題を残している。

8．　課題の整理
　これまで指定管理者と自主事業の文脈から本制度と公園
指定管理業務の検討を試みた。本事例において指定管理者
と自主事業が果たした役割は，環境の管理やマネジメン
ト，市民参画，地域連携，地域ガバナンス醸成など，まち
づくりへの波及も期待される多面的なものだった。また，
環境資源管理と地域社会におけるガバナンスを有期限で一
部肩代わりするものだったことも確認された。
　このことを踏まえ，公園経営に地域ガバナンスを常在さ
せるための見通しを，指定管理者制度の運用，指定管理者
の役割および自主事業に係る課題として整理して示す。

⑴　制度運用にかかる課題
　本事例では，事業の継続性や指定管理者の主体性といっ
た本制度の特徴が，事業体系の戦略性や地域ガバナンス形
成の順応性の発揚に活かされていた。そして事業活動に
伴って，本公園の公益性を高める様々な産物がもたらさ
れ，その共有が進んだ。しかしこの産物の所在や保全にか
かる話題が，指定管理者によって俎上にのせられることな
く業務の引き継ぎが進み，指定管理者や地域ガバナンスに

とって未整理の問題が残されることとなった。
a）　指定管理者による諸資源の活用について
　5か年度という指定管理期間の長さを考慮し，また本制
度のさらなる成熟を期するならば，図書（図面や施設台帳，
樹木台帳等）や蓄積された管理技術情報に加え，その間に
醸成された組織や人材，ネットワーク，催事なども公園と
地域の資産として適切に引き継がれるべきである。また，
ヒトやコトに関わる成果の多くは，人々の貢献に支えられ
た無形の財であり，保存や複製，代替の効く資源ではない
ことから，地域や時代の固有性に配慮した継承と活用が望
まれる。
　一方，蓄積された管理技術情報の一部には，事業者（指定
管理者）の経営資源を投入することで得られた知的財産25）

という価値側面もある。そのため技術ノウハウやこれに
伴って生産される表現物，著作物の保護と公共性について
も議論の深化が望まれる。

b）　地域ガバナンスの形成と保全について
　管理技術や情報は適切に合意形成と順応的管理26） をす
ることで地域還元に本質的かつ明瞭な効用があるとされて
いる。公園への市民参画に先立って展開した里山活動等の
現場で指摘されてきた「制度化がもたらす閉塞感」27） や昨
今の人材育成の困難さを鑑みるに，ガバナンスのアクター
不在のまま資源の囲い込みに走る状況の回避が望まれる。
このような認識に立つと，本制度には，施設の設置意義を
共有しあう互恵的運営や，立地・分野・制度・官民を超え
た複合的運営の模索等を通して，地域の資源管理に係る問
題を横断的に顕在化させ，社会的解決に向かわせる可能性
があると考えられることから，地域知の有意義な継承にか
かる制度の運用改善が期待される。

⑵　指定管理者にかかる課題
　本事例では，利用者増や情報発信，環境品質の維持と提
供，利用行動の誘導といった公園本来のサービスとは別
に，指定管理者の立場から，自主事業によって地域社会を
構成する多様な主体の参画誘導が試みられていた。その
際，公共事業としての公平性や正当性を保つべく，自主事
業の展開は公園利用に係る申請・許可の行政手続きを経た
り，毎年度の履行確認の場で評価の話題とされたりした。
またその事業成果は，指定管理者によって公園利用者や地
域に情報提供されたり，合意形成のための機会をもったり
するなど，アクターとの関係維持のための説明責任が果た
されることで取り組みの継続性が確保されていた。しかし
ながらこの13か年度・3期にわたる自主事業活動の継続は，
もっぱら指定管理者の取り組みによって維持されたもので，
行政・指定管理者・地域の関係性は，必ずしも連携が成熟
した三位一体ではなかった。またその評価も単眼的で，地
域の多様な価値観を反映させ，地域の諸課題の解決に柔軟
に臨むガバナンスの構築には至らず，指定管理者という立
場の限界からくる問題も明らかとなった。

a）　ガバナンスの進展と柔軟性について
　本事例における関係づくりは，指定管理者とアクターの
二者対話を基本に進められており，時に指定管理者と 2ア
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クターの三者によってイベントが共催（表 2：H28，30 渉
外活動の野鳥観察イベント）されるなど，地域施策を相互
に補完しあう関係に発展することもあった。一方千葉県や
指定管理者，ボランティア組織の三者の関係性のあり方に
注目すると，ボランティア組織の活動推移に沿って，貢献
や連携の内容に変化が認められた（図 10）。
　指定管理者とボランティア組織間の社会連携の程度を，
主従や包含といった管理が常態化した介助関係，互助や
互恵といった相互に支え合う補助関係，独立した活動を
対等に認め合う連携関係の 3段階で整理すると，この二者
間においては，第 2期終盤から第 3期前半にかけての 3か
年（H25-27）は介助関係であった。そしてその後の 3か
年（H28-30）では，補助関係へと社会連携度を高めており，
時には独立した外部活動を部分容認する連携関係への進展
が起きていた。
　また，このような社会連携の推移に伴う地域貢献のあり
方をその手法から整理すると，平成 24 年度（第 2期後半）
までは地域連携が本来業務や自主事業の主題と必ずしもさ
れていなかったが，平成 25 年度のボランティア組織との
協働をきっかけに自主事業において明確に位置付けられ，
これ以降に活動の継続と拡大が図られていた。それは，公
園内の活動や事業に限った狭義の地域貢献から，場所や相
手との関係がより自由で，連携を伴う開かれた貢献活動へ
の変化であった。
　このように社会連携においては様々な程度への変容が認
められたが，地域社会への貢献においては，指定管理者や
ボランティア組織が千葉県から独立し，三者が相互に地域
事業を補完しあう，業務提携や共同企業体のような関係へ
の変化は起きていない。地域社会との関係は，ボランティ
ア組織の外部活動が部分的に促されたのみで，指定管理者
の動きが及ばなかった部分も多く，地域貢献の深化，ガバ
ナンス体制の変容には余地が残されている。また，指定管
理者は自身の立場を固定化しがちで，ガバナンスアクター
の補完や役割の組み替えといった柔軟なあり方の許容や活
動の地域施策化による共有には至っていない。

b）　ガバナンスの評価とフィードバックについて
　ガバナンスに係る外部との関係の評価には相手の評価も
不可欠であり，現制度の行政評価のみでは限界がある。そ
のため，近隣施設や地域環境組織，NPO等との相互評価
会議の設立などによって自らへのモニタリングを高めて社
会的信頼を築く，新しい関係づくりの萌芽が求められる。
　その過程では，本来業務で求められている有識者会議や
行政による年度評価（履行確認や管理運営状況評価）との連
動など，総合的なガバナンス評価の仕組み構築を視野に入
れる必要もある。また本制度は，公園資源の方向付け（公
園経営方針）から公園資源管理の計画（事業計画書），管
理の実施（本来業務と自主事業の実践）や点検，成果の事
後評価（事業報告書）までを指定管理者が一括して決定・
執行（代行）するようステージが設計されている（表 3）。
そのため自らが指定管理者にならない限り，その詳細は地
域市民にとってブラックボックスに近いという構造的な問
題がある。本事例では，指定管理者による地域活動の受け
入れや参加型イベントの開催などの参画機会は多く用意さ
れたものの，ステークホルダーの参画のステージは，実施
（参加や協働の実践）と点検（アンケートやヒアリング，管
理運営委員会）に集中し，方針や計画の決定，評価に外部
関与はなく，健全な協働には発展していなかった。また指
定管理者に与えられるのは有期限のある権限の一部のた
め，次期指定管理者への引き継ぎにも限界がみられた。文
書書式，利用人数調査手法，安全・危機管理原則など実務
の引き継ぎは積極的に受け入れられたが，募集要項におい
て，これまでの運営履歴を踏まえた管理運営方針や仕様，
管理基準への反映，自主事業提案指定などはなく，次期指
定管理者に実務的変更は生じていなかった。これは，自主
事業成果を評価するに止まる現行制度の運用体質や長期的
な公園経営・遺産形成志向の希薄さも遠因にあると思われ
る。勿論，地域のアクターの一員としての公園指定管理者
の資質や社会的認知の低さ，フラットな職能観やガバナン
ス，順応的アプローチに対する行政理解への努力不足も自
己批判として認めなければいけない。

c）　ガバナンスの熟度や変容の評価について
　本事例では，第 3期に至ってようやく表 3に示したよう
な体制となったが，ステークホルダーの参画が活性化せ
ず，体制に空席もある蓋然的な状況が長く続いた。中長期
的なマネジメントや順応的ガバナンスの視点からは，公園
運営には成熟や完成はなく，常に過渡期にあるといえるこ
とから，公園指定管理者には，各局面でのステークホル
ダーの有意な一員（アクター）として持続的に参画する運
営姿勢が重要だと考える。また，そのようなガバナンスの
変容に対応しうる指定管理者の活動を評価する環境の整備
が求められる。

⑶　自主事業にかかる課題
　本事例では，公園に固有の自主事業が数多く発案・実践
され，地域ガバナンスへの対応チャンネルが様々に用意さ
れていた。しかしそこでは，自主事業の途絶，アクターの
引退や交代といった地域ガバナンスの変容に関わる事態が

図 10　地域社会と指定管理者の関係類型
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指定管理者によって想定，準備されておらず，自主事業の
社会性や持続性について問題を残した。自主事業をまちづ
くりの一環として取り組む場合，指定管理者の自主事業に
は，以下の諸課題への取り組みを通して，より一層の主体
性と透明性が求められる。

a）　地域継承と情報提供について
　市民を巻き込んだまちづくりにおいては，事業に個別の
目的達成以上に，地域存続の手段として多様な効用がある
か，効果の共有が実感できるかどうかが重要視される。そ
こで本事例では，行政に認められた多年度にわたる自主事
業を協働のきっかけ，手段とし，また事業の目的外（公園
敷地外）においても連携や貢献の可能性を模索する余地を
もつことで，地縁的社会に参画する際に求められる一定の
信託を獲得することが目指されていた。しかし次期指定管
理者の自主事業には，高頻度草刈りおよびボランティア組
織の活動支援が形式的に継承されたが，順応的管理や多様
なアクターとの関わりといった内実の実践は選択の最中に
あると聞く。
　このような自主事業の引き継ぎに関わる問題は，行政や
引き継ぎ事業者による判断の是非にあるのではなく，情報
の不完全性28） の解消に解決の糸口があると思われる。指定
管理者制度に新規参入する事業者が入手できる情報には限
界があり，必ずしも公平な競争になっていない状況もある。
例えば当該施設の整備によって失われた環境及び代償が期
待される自然の質，整備前後の環境調査に関わる情報とそ
の行政解釈，地域ガバナンスや地域施策に対する基本姿勢
と中長期戦略，地域ステークホルダーの評価などがパッ
ケージで開示されれば，公園指定管理者の事業計画書作成
と市民参画・協働活動に大きな指針をもたらすと考えられ
る。また地域のステークホルダーやアクターの関係を見渡
せる相関図や明文化されにくい地縁的いきさつなどは，公
園指定管理者の地域参画にとって貴重な情報資源となりう
る。地域に関する情報がない，あるいは開示が困難という
ことであっても，そのことがヴァナキュラーな自主事業の
運用にとって重要な判断材料になるものと考えられる。

b）　発展的提案について
　指定管理者は，制度の改善や情報提供を待つだけでなく，
逆選択29） のない健全な応募環境と多様な公園経営のため
に，基本的で具体的な情報提供を要請する必要があると思
われる。そして自発的変化30） や自主事業による世相変化へ
の対応などを通して，かつてのコンペティティブな応募を
取り戻し，オープンガバメントに基づいた本制度の成熟を
事業者の側から提案することが求められる。次いで，同業，
異業種を問わず，指定管理者間の緩やかな協業に基づく応
募連携や自主事業のシェアなど，制度の柔軟な枠組みと多
様な道筋選びによる自主事業の使いこなしが期待される。

c）　地域参画について
　本事例で実践された自主事業では，環境の誘導や操作を
意図した草刈り効果への注目から，公園の「維持管理・運
営」が「自然資源管理」に，草地の「管理行為」が「撹乱
行為」と読み替えられ，その結果創出された草地や培われ
たノウハウなどが多様な主体との地域連携・貢献の糸口と

なっていた。そしてその過程で公園や地域に対する草地の
多様な効用が見出され，様々な参画者の呼び込みに役立っ
ていた。このように自主事業には，施設設置目的の最大化
に加え，アクターが抱く環境づくりや集客，地域活性化へ
の期待といった，それぞれの立場での公益性や社会性を調
整し，相互理解を促し，活動や関係の許容を導く連携の
きっかけとなりうることが認められた。また自主事業によ
るアクターへの支援策の使い分けが，貢献を拡充させ，地
域連携の持続につながっていた。地域との連携を目論む指
定管理者には，自主事業の実施回数や集客数といった内向
的な評価に拘りすぎず，協働的なガバナンスの醸成と地域
の持続性を基調とした，開かれた自主事業の企画と継続実
施，成果の共有が期待される。
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